
令和６年度　公文書開示（令和６年１１月決定分）
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不開示理由等 所管局部課等

1 R6.10.24 R6.11.7

　令和元年５月24日付の違法かつ不当な懲戒処分の後も他部
署とのつながりがない仕事のみを分担させて請求人の業務遂
行能力や実績を過少評価することにより、請求人の人事評価
を抑制し続けた会計管理局（請求人所属部署）の管理職の極
悪パワーハラスメント行為の正当性の説明根拠となる全ての
公文書（規程・手引きなど）

0 1

　本件請求の内容は、特定の個人の処遇や評価と
いった個人に関する情報で特定の個人を識別するこ
とができるもの（他の情報と照合することにより、
特定の個人を識別することができるようになること
となるものを含む。）又は特定の個人を識別するこ
とはできないが、公にすることにより、なお個人の
権利利益を害するおそれがあるものであり、東京都
情報公開条例第７条第２号の不開示情報に該当す
る。
　また、本件開示請求に関しては、本件開示請求に
係る公文書が存在しているか否かを答えるだけで、
請求内容に記載されている特定の個人の処遇や評価
の様態といった、同条例第７条第２号に該当する不
開示情報を開示することとなるため、同条例第１０
条により文書の存在を明らかにしないで不開示とす
る。

会計管理局管
理部総務課

2 R6.10.31 R6.11.12

　請求人が令和６年９月４日付で懲戒免職処分を受けた事案
について、令和６年10月24日に請求人が都庁に出向いて「請
求人が『パワーハラスメント被害報告書（2）』を証拠資料
付きで提出して自身は被害者であることを証明したにも関わ
らず、一方的に懲戒免職処分を科された理由」の説明を求め
たところ、その説明を正当な理由なく拒否したという会計管
理局の対応者の極悪職務怠慢職権濫用行為の正当性の説明根
拠となる全ての公文書（規程・手引きなど）

0 1

　本件請求の内容は、特定の個人に対する対応状況
等といった個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるもの（他の情報と照合することによ
り、特定の個人を識別することができるようになる
こととなるものを含む。）又は特定の個人を識別す
ることはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであり、東
京都情報公開条例第７条第２号の不開示情報に該当
する。
　また、本件開示請求に関しては、本件開示請求に
係る公文書が存在しているか否かを答えるだけで、
請求内容に記載されている特定の個人に対する対応
状況等の様態といった、同条例第７条第２号に該当
する不開示情報を開示することとなるため、同条例
第１０条により文書の存在を明らかにしないで不開
示とする。

会計管理局管
理部総務課

3 R6.11.7 R6.11.18

　請求人が令和６年９月４日付で懲戒免職処分を受けた事案
について、令和６年10月31日に請求人が都庁に出向いて「請
求人が『パワーハラスメント被害報告書（2）』を証拠資料
付きで提出して自身は被害者であることを証明したにも関わ
らず、一方的に懲戒免職処分を科された理由」の説明を求め
たところ、その理由説明を正当な理由なく拒否したという会
計管理局の対応者の極悪職務怠慢職権濫用行為の「正当性」
の説明根拠となる全ての公文書（規程・手引きなど）

0 1

　本件請求の内容は、特定の個人に対する対応状況
等といった個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるもの（他の情報と照合することによ
り、特定の個人を識別することができるようになる
こととなるものを含む。）又は特定の個人を識別す
ることはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであり、東
京都情報公開条例第７条第２号の不開示情報に該当
する。
　また、本件開示請求に関しては、本件開示請求に
係る公文書が存在しているか否かを答えるだけで、
請求内容に記載されている特定の個人に対する対応
状況等の様態といった、同条例第７条第２号に該当
する不開示情報を開示することとなるため、同条例
第１０条により文書の存在を明らかにしないで不開
示とする。

会計管理局管
理部総務課

4 R6.11.7 R6.11.20

　請求人が令和６年９月４日に極悪違法懲戒免職処分を受け
た事案について、「退職」に伴う社会保険の資格喪失証明書
の交付手続きを２ヶ月以上も放置して請求人の国民健康保険
加入手続きを妨害した挙句に、請求人からの追及に最低限の
謝罪や説明を行わないで揉み消しを図っている同局管理職ら
の極悪職務怠慢ゴミカス違法行為の「正当性」の説明根拠と
なる全ての公文書（規程・手引きなど）

0 1

　本件請求の内容は、特定の個人に対する対応状況
等といった個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるもの（他の情報と照合することによ
り、特定の個人を識別することができるようになる
こととなるものを含む。）又は特定の個人を識別す
ることはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであり、東
京都情報公開条例第７条第２号の不開示情報に該当
する。
　また、本件開示請求に関しては、本件開示請求に
係る公文書が存在しているか否かを答えるだけで、
請求内容に記載されている特定の個人に対する対応
状況等の様態といった、同条例第７条第２号に該当
する不開示情報を開示することとなるため、同条例
第１０条により文書の存在を明らかにしないで不開
示とする。

会計管理局管
理部総務課

5 R6.11.13 R6.11.26

　請求人が令和６年９月４日に極悪違法懲戒免職処分を受け
た事案において、「退職」に伴う社会保険資格喪失証明書の
交付手続きを同局職員らが２ヶ月以上も放置して請求人の国
民健康保険加入手続きを妨害した件について、請求人が令和
６年11月７日に登庁して追及したら、「退職者から請求され
るまで資格喪失証明書を交付する義務はない」と開き直った
回答を行って自身の交付忘却の非を請求人に擦り付けた同局
総務課長らの極悪職務怠慢行為隠蔽対応の「正当性」の説明
根拠となる全ての公文書（規程・手引きなど）

0 1

　本件請求の内容は、特定の個人に対する対応状況
等といった個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるもの（他の情報と照合することによ
り、特定の個人を識別することができるようになる
こととなるものを含む。）又は特定の個人を識別す
ることはできないが、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるものであり、東
京都情報公開条例第７条第２号の不開示情報に該当
する。
　また、本件開示請求に関しては、本件開示請求に
係る公文書が存在しているか否かを答えるだけで、
請求内容に記載されている特定の個人に対する対応
状況等の様態といった、同条例第７条第２号に該当
する不開示情報を開示することとなるため、同条例
第１０条により文書の存在を明らかにしないで不開
示とする。

会計管理局管
理部総務課

6 R6.11.17 R6.11.29
　東京都が発注する委託業務にて、経費としてその購入費を
計上した財産性のある備品について、業務契約後の扱いや処
理を定めた内規やガイドライン、事務連絡の文書。

0 1
　開示請求書に係る当該公文書は、実施機関では作
成及び取得しておらず、存在しないため。

会計管理局管
理部総務課

決定区分 （根拠規定）条例７条

表の見方

＜決定区分＞

・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。

＜（根拠規定）条例7条＞

・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。

＜公文書の件名＞について

・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。

・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。


